2014自治体確定闘争第一次ヤマ場にむけたメッセージ
　2014自治体確定闘争第一次ヤマ場の総決起集会・職場集会に結集した組合員の皆さんに、心から敬意を表し、自治労中央闘争委員会を代表して連帯のあいさつとたたかいの決意を申し上げます。

　昨年の人事院報告において「給与制度の総合的見直しの検討」が明言されて以降、自治労は公務員連絡会と連携し、個人要請はがき行動や職場決議、２度に渡るブロック別上京行動と中央集会など、「見直し阻止」の取り組みを進めてきました。しかし、人事院は我々の反対を押し切り、2015年4月からの「給与制度の総合的見直しの実施」について勧告を行うとともに、政府はこの勧告を踏まえた給与法改正法案を閣議決定し、国会提出しました。同時に、地方公務員の給与改定の取り扱いについて、総合的見直しを地方に押しつける内容の総務副大臣通知が発出されています。
　一方、９月に入り、都道府県および政令市等の人事委員会からの勧告・報告が順次示され、10月23日時点で、44県・22政令市等の勧告が出されています。総合的見直しについては、大部分の政令市で本年の勧告を見送っており、また、都道府県でも４県で勧告を見送るほか、10を超える県で給与水準を「国通りの引下げにしない」といった内容の勧告がされています。これは各地での精力的な人事委員会対策の成果であり、皆さんのたたかいに改めて心から敬意を表します。
　春闘期から続く一連のたたかいは、この確定闘争でまさに大きなヤマ場を迎えます。今確定闘争は、「一方的な給与水準の引き下げ阻止」に集中して取り組むため、２波の統一行動日としています。第一波においては、現業・公企統一闘争をたたかう仲間とともに、自治労組合員の団結で交渉の強化をはかり、まずは本年の給料表・一時金の引上げを断固、勝ちとっていきましょう。その上で、「人事院が勧告したから」「国が引き下げるから」といったことのみを理由とした理不尽な給与削減を許さず、当局から、「賃金改定にあたっては十分に労使交渉し、合意を前提とする」との確約を勝ちとっていかなければなりません。そして全体の賃金改善をはかるため、11月の第二次全国統一行動につなげていきましょう。
　安心して働くことのできる社会を実現するためには、すべての組合員の皆さんが自治労運動に参画することが不可欠です。すべての働く者の連帯により、処遇改善の取り組みが実を結ぶよう、皆さんとともに最後までたたかう決意を明らかにし、連帯のメッセージといたします。
　ともにたたかいましょう。
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